
 

 

行政経営システムの導入 
 
 
 
 
 
 
 

担当部署：企画課 

 
 
 

 概 要  
 

毎年度の行政運営にあたり、年度当初の市民 4,000 人を対象としたアンケート調査をも

とに、市長の定める経営方針から、個々の事務事業の決定、実施、評価まで、全てが相互

に連動しあう行政経営システムを構築した。 
 
【参考：行政経営システム組織図】 

システムの流れ（基本）：Ⅰ．市民満足度調査→Ⅱ．各分野の現状分析(政策・施策単位、事務事業を

含む)→Ⅲ．経営本部等で分析結果の確認→Ⅳ．市長経営方針等の決定→Ⅴ．経営方針を踏まえた再分

析(新規事業の提案を含む、原則、重点テーマ等に属するもののみ)→Ⅵ．新年度予算編成へ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

茨城県 石岡市 
 

人口：８１,２６６人 
 

面積：２１３.３８㎢ 

○
○
県 

◎経営本部会議（本部長：市長）
（特別職・部門長）
経営方針審議・決定

○政策方針会議 （各政策部門長）
（統括：副市長）

政策方針・予算等配分案審議

◆政策部門会議（部門長・関連次長）
施策評価シート・予算等配分案作成

※施策ごとに責任者(施策担当課長)を任命
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☆経営本部 幹事会
（企画・財政・総務）
全体の進行管理

（幹事長：企画部次長）

支　援

経営方針素案項目指示

　経営方針素案作成

➂　指示
調整

市民の意向を踏まえ，企
画部門からは政策・施策
に対する方向性。財政部
門からは，その方向性に
合った枠配分予算案，人
事部門からは，人員配分
案等を示す。

　市民満足度及び経営方針素案に基づき，施
策評価シート及び予算・人員配分案を作成す
る。

政　策　協　議

市民満足度や経営方針素案の作成を
行う。各部門会議などに参加をして，
アドバイスしたり，調整などを支援す
る。

　経営方針素案の審
議・決定を行う。

政策部門会議で作成された
施策評価シートを踏まえ，各
政策の現状及び課題に対応
した政策方針を作成する。

④

➀

➁

政策部門長は，８つの
基本政策ごとに部長か
ら選任されて，政策協
議の中心を担う。

経
営
方
針
の
決
定
後
に
，
各
事
業
に
対
す
る

予
算
配
分
等
を
決
定
す
る

。

※

予算配分等
結果報告

➇

⑥　予算配分
　　　　　事業展開指示

⑤　事務事業

　　　評価報告

各担当部局
事務事業評価表作成

⑦　報告・調整



 

 

 選定理由  
 

（茨城県コメント） 

市長・職員・市民の三者の意見が有機的に集約され、それが市の政策レベルから一つ一

つの事務事業レベルまで整合性を持って反映されるシステムを確立している極めて先進的

な取り組みと言えるため。 

市民アンケートの分析の緻密さや、500 近くある事務事業についての評価シートをすべ

てホームページ上で公表している点なども、市民ニーズに常に配慮した取り組みと言え、

大変優れている。 

 

 

背景 
 

 昨今の急速な地方分権の流れの中で、地方自治体は自らの裁量と責任において、地域の

行政を自主的かつ自立的に実施することが求められている。 

 そのような中で、本市においても、総合計画に掲げた目指すべき将来像の実現に向け、

いかに効率的かつ効果的な行政経営の実践をしていくかを模索する必要があり、結果とし

て一つの制度の構築に至った。 

 

 

具体的内容 
 

毎年度当初に市民 4,000 人を対象に市民満足度調査を実施して５点満点の評価で「満足

度」及び「重要度」を算出している。これら２つの指標から「業務改善必要度」という数

値指標を算出し、最終的には 49ある基本施策の優先順位を導き出す。ここで導き出された

優先順位を、さらに地域や年齢等さまざまな切り口から分析したうえで市民ニーズとして

まとめ市長へ報告し、市長が示す新年度への経営方針に役立てている。 

経営方針の中では、基本施策単位で重点的に取り組む「優先施策」（縦断的）と同時に、

例えば少子化対策など、部局や政策部門に関わらず取り組む「重点テーマ」（横断的）も併

せて掲げており、行うべき事務事業の選択に必要な視点を示している。 

こうして策定された経営方針をもとに、各部課長級で構成される政策部門会議において、

事務事業の評価も踏まえ、来年度の具体的な施策が議論されることとなるが、その際にも、

新規事業の提案については、「優先施策」及び「重点テーマ」に関連する事業に限定するな

ど、経営方針とズレが生じないよう工夫している。 

 「行政経営システム」は、事務事業において予算の獲得・消化をすることよりも、成果

を効果的に達成することが重要であるため、８つの政策・49の基本施策という上位目標に

対して 500 近くある個々の事務事業が果たす役割というものを職員一人ひとりがしっかり

認識することも重要視している。 

また、現状分析や政策協議などに際しては、部局単位ではなく同一の成果を目指す政策・



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

不詳 昭和 平成 年 平成 年

① ② ③

No No

① ⑨

② ⑩

③ ⑪

④ ⑫

⑤ ⑬

⑥ ⑭

⑦ ⑮

⑧ ⑯

◆予算事業内

１．委託料
２．補助金
３．負担金
４．その他

※右ページ
活動量と関連

報償費：435千円（行革懇談会：委員10名　3回実施，行政経営品質向上リーダー養成講座：1名　4回開催，補
助金等検討委員会：委員5名　5回実施）
普通旅費：241千円
文具用紙代，その他消耗品費，食糧費，郵便用

名称(1)

財源の種類，名称

算出根拠

事業開始年度 17 ～終了年度

◇大綱の進行管理
◇補助金審査の実
施
◇行政評価導入
◇改善カーニバル
の実施

全体計画

76.53%

フルコスト(A+C)

集中改革プランなど各種プランの進捗管理を行い，確実な改革推進を図る必要があります。行政評価を導入するこ
とによる成果重視型の行政経営を実践し，市民のニーズに応じた政策の実現を図る必要があります。

◇大綱の進行管理
◇補助金審査の実
施
◇行政評価実施
◇改善カーニバル
の実施
◇指定管理者募
集・決定，モニタ
リング調査

40,890

◇大綱の進行管理
◇補助金審査の実
施
◇行政評価実施
◇改善カーニバル
の実施
◇指定管理者モニ
タリング調査

1,037 1,180 1,036

33,864

32,828

100.00%

1,036

0

0

0

0

1,036

事業の概要

決
算

予
算

社会情勢を踏ま
えた課題・問題

点等

執行率(A/B)%

事業費計(A)

少ない経費で高水準の行政サービスの提供，民間活力を導入して費用対効果を基本とする経営的な感覚を取り入れ
るなど，効率的・効果的な行政運営とする。
また，弾力的で横断的な組織の構築，意思決定の迅速化，職員管理の適正化などにより簡素で効率的な執行体制を
確立する。

19 年度

(現年度見込み)

年度 21

投入量（インプット）

事
業
計
画

41,965

0

0

根拠法令

行革推進経費

補正

行革推進法

意図(どのように)

事業
予算の主な内訳

目

０９

款

一般会計

平成 21 年度事務事業分析シート

事業名

予
算

新規

担当部

企画部

費目

会計 ０１

名称

企画費

行革推進経費

総務管理費

総務費

課名
行財政改革推進室

コード

０２

０６

課コード

206000

報償費，旅費，需用費，役務費

０１０２０１０６-０９

0

0

0

5.00

903

0

1,075

903

項 ０１

国庫支出金

0

県支出金

103.66%

顧客(誰を)

効率的・効果的な市民本位の行政運営への転換を図りま
す。

0

20 年度

(過年度)

地方債

その他

一般財源

36,931

4.004.50職員数

1,075

人件費(C)

事業予算(B)

区分(2)名称(2)

37,834

区分(1)

総合計画政策・施策No.

総合計画政策名 効率的・効果的な行政運営の推進

0803

行政組織全般
事業の目的

活動量（アウトプット）

補助金等検討委員会開催回数

指標名

リーダー養成講座受講者数
（３年で６０人を目標，２年
目）

モニタリング(評価)
指定管理導入施設(H21.4現
在，22施設)

リーダー養成講座受講者数

活
動
指
標

◆

5

20

※指標内に委託金補助金負担金等がある場合は◆欄内に左ページと"同一"の番号をつけること

回 60.0%

実績 単年度目標

事
業
費

事
業
費

事
業
費

事
業
費

23

22

事
業
費

今後の方向性　　～達成状況，投資コスト等を踏まえて～

過去の実績等を踏まえ，平成22年度からの第2次行財政改革大綱の策定準備を行う。
また，職員満足度の向上を目指し，いしおか改善カーニバルによる各職場内の活性化(コミュニケーション等)を図るほ
か，新たにリーダー養成講座修了者を巻き込み，石岡市に関する改善提案をグループごとに検討，実践されることにより
意欲の向上を目指していく。【業務プロセスの視点，学習と成長の視点からの組織改革】

（千円）

実績単位コスト

項目

充当予算

3

市民満足度（効率
的・効果的な行政
運営の推進）

110

回

達成率

初期・中間目標２

集中改革プランの
進捗度

5

事
業
費

100.0%

事
業
費

100

単年度目安

平成20年度

区分・達成年度

成
果
指
標

目標値

集中改革プランの見直しによる各年度の進捗度 100

市民アンケート：効率的・効果的な行政経営の推進に
関する満足度を５点評価

20 年度実績

単位

職員に対する満足度アンケート %74.3

%

目標

平成23年度

平成21年度

2.50

100

2.71 2.72

100

68.0

100 100.0%

69.4 86.7%

100.0%

64.4

2.90 82.2%75.5%

年度見込

目標

年度達成度18

点

91.5%

20年度達成度

3.3

2118 年度実績効果測定 年度実績

最終目標
(政策・施策目標)

初期・中間目標２

100

19

初期・中間目標１

71.9

職員満足度

指標設定の考え方及び算式指標名

成果量（アウトカム）

初期・中間目標１

各部署からの改善提案の件数いしおか改善カーニバル提案件数

3行財政改革懇談会会議開催回数 5

目標
単位

指標説明等

指定管理者制度運営委員会開催回数

集中改革プランの進行管理
予算編成方針に対する提言等

補助金審査等

40

110.0%人

3 回

事
業
費

57.5%
事
業
費

提案

225

301.0

36.67

10.23

39.3

20.00

事
業
費

100.0%

最終目標

１．基礎情報の欄です。 

この事業は， 
・誰のために 
・何のために 

実施しているかが記載してあり

ます。 
 

４．重要①：投入(予算等)の欄です。 

どれだけ活動を実施すべきかが決定され

た後，その活動に必要な予算等が記載さ

れています。 
 

 

３．重要②：活動(実施した結果)の欄です。 

目的である成果(目標)を達成するために，単

年度ベースで，具体的に 
・何を 
・どれだけ実施するか(したか) 

が記載してあります。 

 

２．重要③：成果(効果)の欄です。 

 ・誰のために 
 ・何のために 
を踏まえ， 
 ・いつまでに 
 ・どのような状態にしたいか 
が記載してあります。 
 
※最も重要な欄です。 

目 的 

手 段 

この流れが重要です。 

施策単位で議論することにより、幅広く意見交換が出来るようにしている。 

 

 

取組中の課題・問題点 
 

従来と全く異なるやり方で政策や事務事業を決定していくため、まずは「行政経営シス

テム」のあり方やその意義、それに付随する政策協議の重要性や事務事業のとらえ方など

を、職員一人ひとりに理解してもらうことが一番の課題である。 

また、行政評価制度との連携や、人事評価制度への応用（目標管理）も、重要な課題と

なっている。 

 

 

工夫点 
 

○ 新規事業を提案する際には、担当課が直接、市長等から構成される経営本部会議でプ

レゼンテーションを行うなど、担当課の意見が市長に直接上がるような工夫もしている。 

○ 「事務事業分析シート」の記入には、投入量（インプット）の金額だけではなく活動

量（アウトプット）を記載し、予算要求への基礎資料としても使えるよう連動を図って

いる。 

○ 「事務事業分析シート」をホームページで公表し、市が行っている全ての事務事業の

目的や達成状況が、誰でも閲覧することができるようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

効果 
 

○ 市民アンケートの効果的な分析方法を確立することで、真に市民が必要としているこ

と（市民ニーズ）が政策に反映できるようになった。 

○ 政策単位で協議を行ったことにより、各部課での課題や進捗状況について情報が共有

化され、さまざまな視点からの意見交換ができるようになった。 

○ 「事務事業分析シート」を、新規事業の査定や予算要求等の業務においても効果的に

用いることで、事務の効率化を図ることが出来るようになった。 

○ 各事務事業の目的を明確化し、当該事業が最終的に何を目指すかを明確に示すことで

市民への説明責任を果たすことができた。 

 

 

住民（職員）の反応・評価 
 

（住民） 

住民の代表機関である議会において「事務事業分析シート」を提示することで、個々

の事業の意義がわかりやすくなったと大変評判であった。 
 

（職員） 

システムが全面的に変わり、政策単位で協議をしなくてはならなかったり、新しい資

料を作成しなければいけなかったりと、まだ戸惑う部分もあるが、他の部局と様々な視

点で意見交換が出来るところをはじめ、賛同も多く得られている。 

 

 

フォローアップ 
 

先進事例の調査や庁内職員の意見、民間コンサルタントの講演会などを参考にしながら、

企画部門、財政部門、行革部門、人事部門の職員から構成するワーキングチームで改善点

について検討している。 

 

 

今後の課題 
 

事務事業の分析から事業の本質を理解し、目指す成果を明確に整理できるように職員一

人ひとりの理解度を深めていくことが課題であると考えている。 

また、行政評価や人事評価などと有機的な連携を図って、予算編成に適切に反映できる

ように改善したいと検討している。 

 

 



 

 

今後取り組む自治体に向けた助言 
 

現在、様々な自治体において経営という理念を取り入れた取り組みを行っているが、先

進事例が必ずしも全ての自治体にとって有用だとは限らないことを認識する必要がある。

まずは現状をしっかりと把握したうえで、どのような目的を持って行政運営に取り組んで

いきたいかを整理すべきである。 

また、最終的には職員というマンパワーが必要になるので、組織全体での理解度を丁寧

に深めていくことに留意すべきである。 

 

 

アドレス 

 
http://www.city.ishioka.lg.jp/index.php?oid=1997&dtype=1000&pid=188 

※「事務事業分析シート」を公表しているページ 

http://www.city.ishioka.lg.jp/index.php?oid=1997&dtype=1000&pid=188�

